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(57)【要約】
【課題】日本刀のような複合構造を利用して高強度と高
靭性の両立が所望される棒形状を有する鋼材を提供する
こと。
【解決手段】コア部として断面円形状を有する軟鋼より
なる棒鋼材を用い、クラッド部として断面円環状形状を
有する工具鋼よりなる中空棒鋼材を用いたコアクラッド
構造を有することにより、縦断面の平均ビッカース硬さ
が３００以上の高強度である特徴を有すると同時に、三
点曲げ試験において１０ｍｍの変位量を与えても破断し
ない高靭性を有する棒鋼
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　コア部として断面円形状を有する軟鋼よりなる棒鋼材を用い、クラッド部として断面円
環状形状を有する工具鋼よりなる中空棒鋼材を用いたコアクラッド構造を有することによ
り、縦断面の平均ビッカース硬さが３００以上の高強度である特徴を有すると同時に、三
点曲げ試験において１０ｍｍの変位量を与えても破断しない高靭性を有する棒鋼。
【請求項２】
　前記棒鋼において、コア部に用いる軟鋼として、ＪＩＳ－Ｇ３１０１により定義される
一般構造用圧延鋼材、またはＪＩＳ－Ｇ３１０６により定義される溶接構造用圧延鋼材、
またはＪＩＳ－Ｇ４０５１により定義される機械構造用炭素鋼鋼材を用いる請求項1に記
載する棒鋼。
【請求項３】
　前記棒鋼において、クラッド部に用いる工具鋼として、ＪＩＳ－Ｇ４４０１により定義
される炭素工具鋼鋼材、またはＪＩＳ－Ｇ４４０３により定義される高速度工具鋼鋼材、
またはＪＩＳ－Ｇ４４０４により定義される合金工具鋼鋼材を用いる請求項1に記載する
棒鋼。
【請求項４】
　コア部に軟鋼を有し、クラッド部に工具鋼を有するコアクラッド構造を持つように組み
立てられたコアクラッド鋼用前駆体に対して、溝ロール圧延加工などによる塑性加工を施
してコア部とクラッド部を一体化した、請求項１に記載する棒鋼
【請求項５】
　請求項１に記載する棒鋼を得るために、コア部に軟鋼を有し、クラッド部に工具鋼を有
するコアクラッド構造を持つように組み立てられたコアクラッド鋼用前駆体。
【請求項６】
軸芯部に装着される軟鋼丸棒と、この軸芯部の周縁部に装着される工具鋼円管と、を有す
る軟芯材を準備し、
　工具鋼のオーステナイト域の再結晶温度又は軟鋼のオーステナイト域の再結晶温度の何
れか高い方の再結晶温度よりも高い温度に加熱して、減面率が５０％以上の熱間加工を実
施し、
　熱間加工後に、水冷又は空冷を施し、
　工具鋼のフェライト域の再結晶温度又は軟鋼のフェライト域の再結晶温度の何れか低い
方の再結晶温度よりも低い温度（例えば３００℃から８５０℃）に加熱して、減面率が５
０％以上の温間加工を実施して得られることを特徴とする高靭性を有する鋼材の製造方法
。
【請求項７】
前記熱間加工及び温間加工は、溝ロール圧延加工であることを特徴とする請求項６記載の
高靭性を有する鋼材の製造方法。
【請求項８】
前記熱間加工の温度は９００℃以上１２００℃以下の範囲であり、
　前記熱間加工の温度は３００℃以上８５０℃以下の範囲であることを特徴とする請求項
６又は７記載の高靭性を有する鋼材の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高強度と高靭性の両立が所望される棒形状を有する鋼材に関するものである
。
【背景技術】
【０００２】
　切削工具の素材には、摩耗性を確保するための高強度と、耐久性を確保するための良好
な靭性を有することが望まれている。しかし、一般に高強度にすると靭性は低下すること
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が知られており、高強度と高靭性の両立のために、成分元素の調整や製造プロセス条件の
最適化など、種々の手段がこれまで考案されてきた。特に代表的なものとして、バナジウ
ム（Ｖ）やタングステン（Ｗ）などを添加し、炭化物の高強度化を達成する高速度鋼があ
る。
【０００３】
　また、特許文献１にて公表された技術では、硫黄（Ｓ）を積極的に利用し合金元素量の
省資源化を達成しているが、それでも、高級元素であるモリブデン（Ｍｏ）を利用してい
る。特許文献２では、ケイ素（Ｓｉ）の積極利用を添加することにより熱間工具鋼に求め
られる靭性等の各種特性をバランス良く付与する合金成分が示されているが、合金成分の
最適化という意味では、特許文献１と同様を手法である。これらの技術で用いられる合金
元素の利用は製造コストの増大や添加原料入手の安定性などに問題を有する。そのため、
添加元素を全く必要としない新しい高強度化・高靭化方法が望まれる。
【０００４】
　当該課題の新しい解決法として、発明者は日本刀の構造に着目した。日本刀の作刀工程
は特徴ある製鋼プロセスにより得られる原料鋼片を組み合わせ、折り返し鍛錬により高炭
素鋼および低炭素鋼素材を得る。これに続く、造り込みと呼ばれるプロセスでは、それら
を組み合わせて鍛接することにより刀身を製造する。組合せには種々の構造があるとされ
るが、その多くは心鉄に軟質な低炭素鋼を、表面部の皮鉄には高炭素鋼を配置する構造を
有している。結果として得られた刀身は複合構造を有し、優れた靭性を有している。
【０００５】
　本発明は、日本刀のような複合構造を工具素材としての棒鋼に付与して、高強度と高靭
性の両者を向上させるものである。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１４－１４５１００号公報
【特許文献２】特開２０１４－２５１０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は上記のような問題に鑑みてなされたものであり、本発明が解決しようとする課
題は、日本刀のような複合構造を利用して高強度と高靭性の両立が所望される棒形状を有
する鋼材を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、鋭意検討した結果、この課題を解決できることを見出した。その具体的
手段は以下の通りである。
［１］　コア部として断面円形状を有する軟鋼よりなる棒鋼材を用い、クラッド部として
断面円環状形状を有する工具鋼よりなる中空棒鋼材を用いたコアクラッド構造を有するこ
とにより、縦断面の平均ビッカース硬さが３００以上の高強度である特徴を有すると同時
に、三点曲げ試験において１０ｍｍの変位量を与えても破断しない高靭性を有する棒鋼。
【０００９】
［２］　コア部に用いる軟鋼として、ＪＩＳ－Ｇ３１０１により定義される一般構造用圧
延鋼材、またはＪＩＳ－Ｇ３１０６により定義される溶接構造用圧延鋼材、またはＪＩＳ
－Ｇ４０５１により定義される機械構造用炭素鋼鋼材を用いる［１］に記載する棒鋼。
　ＪＩＳ－Ｇ３１０１により定義される一般構造用圧延鋼材としては、例えば、ＳＳ５４
０があり、その元素組成は、Ｃ：０．３０％以下、Ｍｎ：１．６０％以下、Ｐ：０．０４
０％以下、Ｓ：０．０４０％以下となっている。
　ＪＩＳ－Ｇ３１０６により定義される溶接構造用圧延鋼材としては、例えば、ＳＭ４９
０Ａがあり、その元素組成は、Ｃ：０．２５％以下、Ｓｉ：０．５５％以下、Ｍｎ：１．
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６５％以下、Ｐ：０．０３５％以下、Ｓ：０．０３５％以下となっている。
　ＪＩＳ－Ｇ４０５１により定義される機械構造用炭素鋼鋼材としては、例えば、Ｓ１０
Ｃ－Ｓ５５Ｃがあり、その元素組成は、Ｃ：０．０８～０．６１％以下、Ｓｉ：０．１０
～０．３５％以下、Ｍｎ：１．６５％以下、Ｐ：０．０３５％以下、Ｓ：０．０３５％以
下、Ｎｉ：０．２０％以下、Ｃｒ：０．２０％以下、Ｃｕ：０．３０％以下となっている
。
【００１０】
［３］　クラッド部に用いる工具鋼として、ＪＩＳ－Ｇ４４０１により定義される炭素工
具鋼鋼材、またはＪＩＳ－Ｇ４４０３により定義される高速度工具鋼鋼材、またはＪＩＳ
－Ｇ４４０４により定義される合金工具鋼鋼材を用いる［１］に記載する棒鋼。
　ＪＩＳ－Ｇ４４０１により定義される炭素工具鋼鋼材としては、ＳＫ１４０－ＳＫ６０
があり、その元素組成は、Ｃ：０．５５～１．５０％以下、Ｓｉ：０．１０～０．３５％
以下、Ｍｎ：０．１０～０．５０％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０３０％以下
、Ｎｉ：０．２５％以下、Ｃｒ：０．３０％以下、Ｃｕ：０．２５％以下となっている。
【００１１】
　ＪＩＳ－Ｇ４４０３により定義される高速度工具鋼鋼材としては、ＳＫＨ２－ＳＫＨ１
０（タングステン系高速度工具鋼）があり、その元素組成は、Ｃ：０．７３～１．６０％
以下、Ｓｉ：０．４５％以下、Ｍｎ：０．４５％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．
０３０％以下、Ｃｒ：３．８０～４．５０％以下、Ｗ：１１．５０～１８．７０％以下、
Ｖ：１．００～５．２０％以下、Ｃｕ：０．２５％以下となっている。
　ＪＩＳ－Ｇ４４０３により定義される第２の高速度工具鋼鋼材としては、ＳＫＨ４０、
ＳＫＨ５５－ＳＫＨ５９（モリブデン系高速度工具鋼）があり、その元素組成は、Ｃ：０
．７７～１．３５％以下、Ｓｉ：０．７０％以下、Ｍｎ：０．４５％以下、Ｐ：０．０３
０％以下、Ｓ：０．０３０％以下、Ｃｒ：３．５０～４．５０％以下、Ｍｏ：３．２０～
１０．００％以下、Ｗ：１．４０～１０．００％以下、Ｖ：０．９０～３．５０％以下、
Ｃｏ：４．５０～１０．５０％以下、Ｃｕ：０．２５％以下、Ｍｏ＋Ｗ：１０．６～１３
．９０％以下となっている。
　ＪＩＳ－Ｇ４４０３により定義される第３の高速度工具鋼鋼材としては、ＳＫＨ５０－
ＳＫＨ５４（モリブデン系高速度工具鋼）があり、その元素組成は、Ｃ：０．７７～１．
４０％以下、Ｓｉ：０．４５％以下、Ｍｎ：０．４５％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ
：０．０３０％以下、Ｃｒ：３．５０～４．５０％以下、Ｍｏ：４．７０～９．００％以
下、Ｗ：１．４０～６．７０％以下、Ｖ：１．００～４．２０％以下、Ｃｕ：０．２５％
以下、Ｍｏ＋Ｗ：９．４０～１１．００％以下となっている。
【００１２】
　ＪＩＳ－Ｇ４４０４により定義される第１の合金工具鋼鋼材としては、ＳＫＳ（切削工
具鋼用）があり、その元素組成は、Ｃ：０．７５～１．５０％以下、Ｓｉ：０．３５％以
下、Ｍｎ：０．５０％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０３０％以下、Ｎｉ：２．
００％以下、Ｃｒ：０．２０～１．５０％以下、Ｗ：４．００％以下、Ｖ：０．３０％以
下、Ｃｕ：０．２５％以下となっている。
　ＪＩＳ－Ｇ４４０４により定義される第２の合金工具鋼鋼材としては、ＳＫＳ（耐衝撃
工具鋼用）があり、その元素組成は、Ｃ：０．４５～１．１０％以下、Ｓｉ：０．３５％
以下、Ｍｎ：０．５０％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０３０％以下、Ｃｒ：１
．５０％以下、Ｗ：３．５０％以下、Ｖ：０．２５％以下、Ｃｕ：０．２５％以下、Ｎｉ
：０．２５％以下となっている。
　ＪＩＳ－Ｇ４４０４により定義される第３の合金工具鋼鋼材としては、ＳＫＳ（冷間金
型用）があり、その元素組成は、Ｃ：０．８０～１．１０％以下、Ｓｉ：０．５０％以下
、Ｍｎ：０．８０～１．２０％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０３０％以下、Ｃ
ｒ：０．２０～１．２０％以下、Ｗ：１．５０％以下となっている。
【００１３】
　ＪＩＳ－Ｇ４４０４により定義される第４の合金工具鋼鋼材としては、ＳＫＤ（クロム
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系冷間金型用）があり、その元素組成は、Ｃ：１．４０～２．３０％以下、Ｓｉ：０．６
０％以下、Ｍｎ：０．６０％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０３０％以下、Ｃｒ
：１１．００～１３．００％以下、Ｍｏ：０．７０～１．２０％以下、Ｗ：０．８０％以
下、Ｖ：１．００％以下となっている。
　ＪＩＳ－Ｇ４４０４により定義される第５の合金工具鋼鋼材としては、ＳＫＤ（タング
ステン系熱間金型用）があり、その元素組成は、Ｃ：０．２５～０．４５％以下、Ｓｉ：
１．２０％以下、Ｍｎ：０．６０％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０３０％以下
、Ｃｒ：２．００～５．５０％以下、Ｗ：５．００～９．５０％以下、Ｖ：０．３０～０
．５０％以下となっている。
　ＪＩＳ－Ｇ４４０４により定義される第６の合金工具鋼鋼材としては、ＳＫＤ（モリブ
デン系熱間金型用）があり、その元素組成は、Ｃ：０．２５～０．４５％以下、Ｓｉ：１
．２０％以下、Ｍｎ：０．６０％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０３０％以下、
Ｃｒ：２．７０～５．５０％以下、Ｍｏ：１．００～３．００％以下、Ｖ：０．２～１．
１５％以下となっている。
　ＪＩＳ－Ｇ４４０４により定義される第７の合金工具鋼鋼材としては、ＳＫＴ（ニッケ
ル系熱間金型用）があり、その元素組成は、Ｃ：０．４０～０．６０％以下、Ｓｉ：０．
４０％以下、Ｍｎ：０．２０～１．００％以下、Ｐ：０．０３０％以下、Ｓ：０．０２０
％以下、Ｎｉ：０．２５～４．３０％以下、Ｃｒ：０．９０～１．５０％以下、Ｍｏ：０
．１５～０．５５％以下となっている。
【００１４】
［４］　コア部に軟鋼を有し、クラッド部に工具鋼を有するコアクラッド構造を持つよう
に組み立てられたコアクラッド鋼用前駆体に対して、溝ロール圧延加工などによる塑性加
工を施してコア部とクラッド部を一体化した、［１］に記載する棒鋼。
［５］　［１］に記載する棒鋼を得るために、コア部に軟鋼を有し、クラッド部に工具鋼
を有するコアクラッド構造を持つように組み立てられたコアクラッド鋼用前駆体。
【００１５】
［６］　軸芯部に装着される軟鋼丸棒と、この軸芯部の周縁部に装着される工具鋼円管と
、を有する軟芯材を準備し、
　工具鋼のオーステナイト域の再結晶温度又は軟鋼のオーステナイト域の再結晶温度の何
れか高い方の再結晶温度よりも高い温度に加熱して、減面率が５０％以上の熱間加工を実
施し、
　熱間加工後に、水冷又は空冷を施し、
　工具鋼のフェライト域の再結晶温度又は軟鋼のフェライト域の再結晶温度の何れか低い
方の再結晶温度よりも低い温度（例えば３００℃から８５０℃）に加熱して、減面率が５
０％以上の温間加工を実施して得られることを特徴とする高靭性を有する鋼材の製造方法
。
［７］　前記熱間加工及び温間加工は、溝ロール圧延加工であることを特徴とする［６］
記載の高靭性を有する鋼材の製造方法。
［８］　前記熱間加工の温度は９００℃以上１２００℃以下の範囲であり、
前記熱間加工の温度は３００℃以上８５０℃以下の範囲であることを特徴とする［６］又
は［７］記載の高靭性を有する鋼材の製造方法。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明者らは、工具鋼棒の軸中心部の円筒状領域を軟鋼に置き換えて得られるコアクラ
ッド構造により、高強度と高靭性の両立が達成できることを見出した。すなわち、本発明
で得られる棒鋼は表層部に工具鋼を有しているため、工具に必要な高強度を取り得る。ま
た、棒鋼の内部（コア部）に高靭性を有する軟鋼を有することにより、棒鋼に高靭性を付
与することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
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【図１】溝ロール圧延により作製したコアクラッド構造を有する棒鋼（実施例１、比較例
１～３）の横断面の光学顕微鏡写真である。
【図２】溝ロール圧延により作製したコアクラッド構造を有する棒鋼（実施例１、比較例
１～３）の横断面において、中心軸と垂直な方向に沿ったビッカース硬さ分布を示したグ
ラフである。
【図３】溝ロール圧延により作製したコアクラッド構造を有する棒鋼（実施例１、比較例
１～３）の３点曲げ試験により得られた荷重―変位曲線を示したグラフである。
【図４】溝ロール圧延により作製したコアクラッド構造を有する棒鋼（実施例１、比較例
１）および炭素工具鋼の３点曲げ試験前後の試験片形状を示した写真である。
【図５】圧延加工後、焼入焼戻熱処理を施したコアクラッド構造を有する棒鋼（実施例２
、３、比較例７）の横断面において、中心軸と垂直な方向に沿ったビッカース硬さ分布を
示したグラフである。
【図６】圧延加工後、焼入焼戻熱処理を施したコアクラッド構造を有する棒鋼（実施例２
、３、比較例７）の３点曲げ試験により得られた荷重―変位曲線を示したグラフである。
【図７】焼入焼戻熱処理された１．０５％Ｃ炭素工具鋼の焼戻温度とビッカース硬さの関
係を示したグラフである。
【図８】焼入焼戻熱処理された１．０５％Ｃ炭素工具鋼の３点曲げ試験により得られた荷
重―変位曲線を示したグラフである。
【図９】実施例、比較例の３点曲げ試験により得られた降伏開始荷重と吸収エネルギーの
関係を示したグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施例を用いて、本発明を具体的に説明する。
　以下では、本発明の棒鋼をコアクラッド鋼と称することとする。コア部に用いる軟鋼と
しては、０．１０％Ｃ鋼（０．１０％Ｃ－０．３％Ｓｉ－１．５％Ｍｎ）鋼を用いた。コ
ア部は、軸芯部ともいう。クラッド部に用いる工具鋼として、ＪＩＳ－ＳＫ１０５炭素工
具鋼（１．０５質量％Ｃ－０．３％Ｓｉ－１．０％Ｍｎ－Ｆｅ）を用いた。クラッド部は
、軸芯部の周縁部に装着される工具鋼円管ともいう。
【００１９】
　炭素（Ｃ）：炭素は鋼材の硬さを決める。往々にして硬さと粘り強さ（折れにくさ）は
反比例する。炭素の量によって、鋼の区分が変わり、軟鋼や硬鋼などの別がある。コア部
に用いる軟鋼であれば、Ｃは軟化抵抗を上げるのに有効な元素である。その量が０．０５
％未満であるとその効果が無い。また０．４％を越えると、靱性低下を引き起こす。そこ
でＣ量の範囲を０．０５～０．４％とした。
　Ｃは焼入れによって生じるマルテンサイト組織やベイナイト組織の硬さを高めるために
必須の元素である。但し添加量が過剰になると、炭化物形成元素（例えば、Ｃｒ、Ｍｏ、
Ｗ、Ｖ）を含有している場合には、炭化物形成元素と結合して、粗大な晶出炭化物の量や
微細な析出炭化物の量が増加し、炭化物起因によって特性（衝撃値や疲労強度）が低下す
る。そこで、クラッド部に用いる工具鋼であれば、０．５５％～１．５０％がよい。
【００２０】
　マンガン（Ｍｎ）：Ｍｎは焼き入れ性の改善に有効な元素である。その量が０．１０％
未満であると、その効果がなく、また１．６５％を越えるとＭｎが偏析し、靱性や高温強
度を低下させる。そこでＭｎ量を、コア部に用いる軟鋼であれば、靱性が問題とならない
ことから、１．６５％以下とした。クラッド部に用いる工具鋼であれば、焼き戻し脆化の
関係もあり０．１０～０．５０％以下がよい。
【００２１】
　リン（Ｐ）：リンは不純物として含まれ、靱性低下を防止するために、０．０４０％以
下に制限する。リンは、氷点下になると鉄鋼材料が本来の強度よりも弱い力で破壊されて
しまう「低温脆性」に寄与する有害元素の一つと考えられている。またリンを多く含有し
ていると溶接性にも悪影響を及ぼす。コア部に用いる軟鋼であれば０．０４０％以下がよ



(7) JP 2018-204077 A 2018.12.27

10

20

30

40

50

い。クラッド部に用いる工具鋼であれば０．０３０％以下がよい。
【００２２】
　硫黄（Ｓ）：硫黄は不純物として鉄鋼に含まれ、硫黄の含有量によっては、高温環境、
例えば９００℃以上で用いる場合などでは強度が脆くなることが知られている。そこで、
コア部に用いる軟鋼であれば０．０４０％以下がよい。クラッド部に用いる工具鋼であれ
ば０．０３０％以下がよい。
【００２３】
　ケイ素（Ｓｉ）：ケイ素が鉄鋼に含まれる場合、降伏点（耐力）と引張強さに影響する
。コア部に用いる軟鋼としては、任意的組成物としてＳｉ：０．３０％以下でよい。０．
３０％を超えると、鉄鋼の材質が脆くなる。クラッド部に用いる工具鋼であれば、Ｓｉ添
加により焼き入れ性の確保と強度の安定確保の効果が得られるが、０．４５％以上になる
とその効果は小さく、いたずらにコスト増を招く。このためクラッド部におけるＳｉ含有
量は０．４５％以下がよい。
【００２４】
　次に、クラッド部に用いる工具鋼に添加される任意的組成元素として、Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ
、Ｖ、Ｃｏ、Ｎｉについて説明する。これらは、いずれも高級元素であり、少ないほうが
商業的には望まれる。本発明のコアクラッド構造にすることにより、合金元素の添加に依
ることなく靭性を付与できるため、クラッド鋼に合金工具鋼を用いるとしても、通常用い
られている量よりも少なくて済む。そこで、合金工具鋼に含まれる任意的組成元素の上限
値に関しては、ＪＩＳのような規格値の上限値に依拠するが、下限値に関してはＪＩＳの
ような規格値の下限値に満たなくても良い。
　クロム（Ｃｒ）：Ｃｒは材料中に固溶し、マルテンサイト組織やベイナイト組織の硬さ
を向上させるととともに、焼戻しによって微細な析出炭化物を生じるため、焼戻し温度に
依存して硬さ向上の効果が得られる。一方添加しすぎれば晶出炭化物となり、材料中に固
溶できないＣｒが増加し、硬さに寄与しなくなるのと同時に、晶出炭化物の増加が衝撃値
や疲労強度を低下させる。このためクラッド部に用いる工具鋼では、Ｃｒを任意的組成元
素として含有する高速度工具鋼に準拠して、Ｃｒ量を４．５０％以下に規定した。
【００２５】
　モリブデン（Ｍｏ）：Ｍｏは、（焼戻し）軟化抵抗を高めるために、合金工具鋼では必
要により少なくとも一種添加される。ただし、Ｍｏ：３％超～１０％添加する場合には、
Ｗを添加するとよく、またＣｒやＣｏと金属間化合物を形成させて軟化抵抗をさらに高め
る場合には、後述するように、Ｍｏは３％超～１０％とさらに多量の添加を必要とする。
このためクラッド部に用いる工具鋼では、Ｍｏを任意的組成元素として含有する高速度工
具鋼に準拠して、Ｍｏ量を１０％以下に規定した。
【００２６】
　タングステン（Ｗ）：ＷもＭｏと同様に軟化抵抗の上昇に有効な元素である。しかし１
０％を越えると炭化物を形成し靱性を低下させるため、Ｗ量の上限値を１０％とした。こ
のためクラッド部に用いる工具鋼では、Ｗを任意的組成元素として含有する高速度工具鋼
に準拠して、Ｗ量を１８．７０％以下に規定した。ＭｏおよびＷは、焼入性を高めるとと
もに、焼戻しにより微細炭化物を析出させて強度を付与し、軟化抵抗を向上させるために
単独または複合で添加できる。ＷはＭｏの約２倍の原子量であることからＭｏ＋１／２Ｗ
で規定することができる（当然、いずれか一方のみの添加としても良いし、双方を共添加
することもできる）。
【００２７】
　バナジウム（Ｖ）：Ｖは軟化抵抗の上昇に必要な元素である。その量が３．５０％を越
えるとＭｏ、Ｗと同様に炭化物を形成し靱性低下を招く。このためクラッド部に用いる工
具鋼では、Ｖを任意的組成元素として含有する高速度工具鋼に準拠して、Ｖ量は３．５０
％以下に規定した。
【００２８】
　コバルト（Ｃｏ）：Ｃｏは軟化抵抗を上げる（Ｍｏ）－Ｃｒ－Ｃｏの金属間化合物の生
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成に必要な元素であり、所望により添加される。しかし１％未満ではその効果がなく、１
０．５０％を越えると炭化物を形成し靱性を低下させる。このためクラッド部に用いる工
具鋼では、Ｃｏを任意的組成元素として含有する高速度工具鋼に準拠して、Ｃｏ量を１０
．５０％以下に規定した。
【００２９】
　銅（Ｃｕ）：Ｃｕは、不可避的不純物として、残留する可能性のある元素である。本発
明の作用効果を最大限に達成するためには、Ｃｕや他の不可避的不純物（Ｐ、Ｓ、Ａｌ、
Ｃａ、Ｍｇ、Ｏ、Ｎ等）はできるだけ低い方が望ましいが、一方では、介在物の形態制御
や、リサイクル鋼のように原材料にＣｕを含有する場合にも対処して製造効率を向上させ
る等の作用効果を得る目的のもとでは、多少の含有が許容されるし、また添加することも
できる。
【００３０】
　ニッケル（Ｎｉ）：Ｎｉは焼入性を高め、組織を微細化する元素である。但しＮｉ元素
は高価であり、製造コストの観点から添加量を定める。Ｍｎ添加だけでは組織の微細化効
果が小さかった場合や、製造上の成分配合を考慮した場合などでは、ＮｉをＭｎの代替と
して使用できる。そこで、Ｎｉ量を４．３０％以下に規定した。
【００３１】
　表１に示す各実施例および比較例について、棒鋼を試作し、光学顕微鏡観察、ビッカー
ス硬さ試験および３点曲げ試験による評価を行った。
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【表１】

【００３２】
　＜コアクラッド鋼圧延材の作製＞
　コアクラッド鋼については、軸芯部に装着される軟鋼丸棒と、この軸芯部の周縁部に装
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着される工具鋼円管と、を有する軟芯材と、軸芯部に装着される工具鋼丸棒と、この軸芯
部の周縁部に装着される軟鋼円管と、を有する軟芯材硬芯材の二種類を作成した。軟芯材
については、直径２０ｍｍ×長さ１００ｍｍの軟鋼丸棒を、直径４０ｍｍ×内径２０ｍｍ
×長さ１００ｍｍの工具鋼円管にはめ込こんで素材を組み立てた。軟芯材と逆の構成を有
する硬芯材については、軸中心部の工具鋼径を１２ｍｍ、１７ｍｍおよび２０ｍｍとなる
よう組み立てた三種類の素材を準備した。
【００３３】
　これらに対して、１０００℃に設定された電気炉中で３０分間保持加熱し、その後ただ
ちに溝ロール圧延加工を実施し、断面形状が３２ｍｍ角となるまで加工した。加工後は、
水冷あるいは空冷を施した。その後、さらに５００℃に設定された電気炉内で３０分間保
持後、ただちに溝ロール圧延加工を施し、断面形状が１４ｍｍ角となるよう変形させた。
【００３４】
　＜コアクラッド鋼焼戻材の作製＞
前記の圧延により得たコアクラッド鋼および前記と同じ方法にて１０００℃に加熱後、溝
ロール圧延により１４ｍｍ角材に加工し、その後に空冷した棒鋼（比較例７）に対して、
８５０℃に設定された電気炉中で３０分間保持後水冷して焼入を施したのち、３００℃ま
たは５００℃に設定された電気炉中で３０分間保持後空冷することにより焼戻しを施した
。
【００３５】
　＜工具鋼の焼入焼戻材の作製＞
　比較材として、コアクラッド鋼の素材として用いたものと同じ工具鋼に対して、各種条
件で焼入焼戻処理を行った。工具鋼をフライス加工により１４ｍｍ角×５５ｍｍ長さに加
工したのちに、８５０℃に設定された電気炉中で３０分間保持後油冷して焼入を施した。
なお、予備実験として水冷も試みたが、焼き割れが生じてしまい健全な棒鋼が得られなか
った。得られた焼入材に対して、３００℃から７００℃までの各種温度に設定された電気
炉中で３０分間保持後空冷することにより焼戻しを施した。
【００３６】
　＜硬さ試験＞
　得られた棒鋼に対して、長手方向を法線方向とする面に平行に切断し、機械研磨により
鏡面とした断面に対して、辺の中心から面中心を通る線にそって、ビッカース硬さ試験を
行った。圧痕は５ｇfで１５秒間押し込み、測定ピッチは０．５ｍｍとした。平均硬さは
、中心部側の１０ｍｍの範囲（曲げ試験片の大きさ）で得られた測定結果を総和平均する
ことにより求めた。
【００３７】
　＜光学顕微鏡組織観察＞
　硬さ試験で用いたもとの同じ鏡面試料に対して、３体積％硝酸＋９７％エタノール混合
液を用いてエッチンクを施し、現出させた組織を光学顕微鏡で観察した。コアクラッド構
造を有する棒鋼については、得られた画像より中心部（コア部）が次項で述べる曲げ試験
片の断面に占める割合（コア率）を測定した。
【００３８】
　＜３点曲げ試験＞
　前述の方法にて得られた棒鋼に対して、切削加工により１０ｍｍ角（誤差±０．１ｍｍ
）×長さ５５ｍｍの角材を作製し、ＪＩＳ－Ｚ２２４８に定められた方法に従って室温に
て３点曲げ試験を行った。支持部間隔は４０ｍｍとし、直径１０ｍｍの丸棒鋼で両端支持
し、試験片長手方向中心に対して、直径１２ｍｍの丸面を有する鋼板を押し当てストロー
ク速さ０．５ｍｍ／ｍｉｎにて負荷を与えた。試験片が破断しない限り、最大変位１０ｍ
ｍまで負荷を与えた。
【００３９】
　曲げ試験により得られる荷重-変位曲線より、降伏荷重（荷重と変位の比例関係が終了
し、塑性変形量が０．２ｍｍ生じたところでの荷重）、最大荷重および荷重―変位曲線を



(11) JP 2018-204077 A 2018.12.27

10

20

30

40

50

積分して得られる吸収エネルギーを評価した。
【００４０】
　図１は、溝ロール圧延により得られたコアクラッド構造を有する鋼棒の断面の光学顕微
鏡組織を示している。圧延加工によりコア部と残部（クラッド部）が一体化していること
がわかる。また、コア部の断面はおおむね円形形状をしていた。硬芯材の場合はコア部が
、軟芯材の場合はクラッド部が、比較的黒くエッチングされている。これは工具鋼により
形成される部分において、マルテンサイト変態により導入された結晶格子欠陥や析出した
炭化物が、軟鋼部よりも数多く存在していることを意味している。また、コア部の面積率
（コア率）は圧延前の素材の組み合わせの比率とほぼ同じ割合を示していた。
【００４１】
　図２は、図１に示した棒鋼の横断面の硬さ分布を示している。いずれの場合も工具鋼で
構成される部分が概ね４５０Ｈｖの硬さを有し、軟鋼部が２５０Ｈｖの硬さを有していた
。ここで、ピッカース硬さＨＶと引張強度ＴＳ（ＭＰａ）との間には、以下の関係式があ
ることが知られている（ＳＡＥＪ４１７硬さ換算表参照）。
　ＴＳ（ＭＰａ）＝３．１２ｘＨＶ＋１６　　　　（１）
　そこで、４５０Ｈｖは１４２０ＭＰａ、２５０Ｈｖは７９６ＭＰａに相当している。
【００４２】
　図３は、図１で示した棒鋼の曲げ試験を行った結果得られた荷重-変位曲線である。参
考のため、コアクラッド鋼の部品素材として用いて軟鋼に対して、５００℃にて溝ロール
圧延を施して得られた１４ｍｍ角棒鋼（０．１％Ｃ鋼）、および工具鋼に対して１０００
℃にて溝ロール圧延を施し、その後空冷して得られた１４ｍｍ角棒鋼（ＳＫ１０５圧延材
）の荷重－変位曲線も破線で併せて示している。０．１％Ｃ鋼では低い荷重で変形し続け
ており、ＳＫ１０５圧延材は大きな荷重を示すものの４．６ｍｍの変位を与えた時点で破
断してしまう。一方で、コアクラッド構造を有する鋼は、ＳＫ１０５圧延材と同様に、大
きな荷重で変形し、一度荷重低下を伴うものの、さらに変形し続け、１０ｍｍの変位を与
えても破断しなかった。
【００４３】
　図４はコアクラッド構造を有する鋼に対して、曲げ試験により１０ｍｍの変位を与えた
後の試験片形状を示している。硬芯材（ｂ）はコア部の工具鋼が全面で脆性的に破断して
いるが、クラッド部の軟鋼が一部破断せずに連結を保っている。一方で、軟芯材（ｃ）の
場合、コア部の軟鋼がクラッド部から剥離して分離し大きく塑性変形しており、なおかつ
クラッド部も一部破断していない。ＳＫ１０５圧延材（ｄ）は３点曲げ試験中に破断する
。このように、コア部に軟鋼を配置することにより、特に大きな塑性変形が可能となり、
その結果として、表１に示すように大きな吸収エネルギーを得ることが可能となることが
明らかとなった。
【００４４】
　図５は実施例１および比較例１に対して、前述の焼入焼戻材の作製手順に従って得られ
た焼戻材の硬さ分布を示している。圧延後の付加的な熱処理により、工具鋼部分では、６
５０Ｈｖ～７００Ｈｖ（３００℃焼戻）または４５０Ｈｖ（５００℃焼戻）程度の高い硬
さを実現できることが明らかとなった。
【００４５】
　図６に得られた焼戻し材の荷重―変位曲線を示している。軟芯材において初期に大きな
荷重が得られ、かつ１０ｍｍの変位を与えても破断しないことが明らかとなった。軟芯材
の初期の大きな荷重は、曲げ試験において初期に塑性変形が開始するのは表面近傍である
ためである。この大きな荷重も、表１に示す大きな吸収エネルギーの主因の一つとなって
いる。
【００４６】
　比較材として作製した工具鋼焼戻材の平均硬さを図７に、荷重―変位曲線を図８に示し
ている。工具鋼単体の曲げ試験では、いずれも１０ｍｍの変位を与える前に破断してしま
う。
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【００４７】
　図９に圧延材、コアクラッド鋼の焼戻材および工具鋼焼戻材の降伏開始荷重と吸収エネ
ルギーの関係を示している。参考のため、グラブの上軸には、材料力学の理論を用いて、
降伏開始荷重を曲げ降伏応力に換算した値も示している。降伏開始荷重と吸収エネルギー
はそれぞれ、強度と靭性を示す値であり、図中の右上にデータ点が位置するほど、すなわ
ち、降伏開始荷重と吸収エネルギーとの積が大きいほど、強度と靭性がともに優れている
ことになる。硬芯材は、降伏開始荷重と吸収エネルギーとの積が６０００ｋＮ・Ｊから８
０００ｋＮ・Ｊの間を示しており、その値は工具鋼焼戻材と大きな差はない。一方で、軟
芯材は最も低いものでも約８０００ｋＮ・Ｊの値を示しており、いずれも工具鋼焼戻材よ
りも優れた特性を有していることが見出された。
【００４８】
　以上の結果、コア部に軟鋼を配置し、クラッド部に工具鋼を配置するコアクラッド鋼が
高強度と高靭性の両立を図る有効な手段であることが示された。
【００４９】
　以上、本発明の実施形態、実施例について説明した。本発明は、これらの実施形態、実
施例に特に限定されることなく、種々の改変を行うことが可能である。
 
 

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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【図７】 【図８】

【図９】
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